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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次
第67期
中間

連結会計期間

第68期
中間

連結会計期間
第67期

会計期間

自2025年
　４月１日
至2025年
　９月30日

自2026年
　４月１日
至2026年
　９月30日

自2025年
　４月１日
至2026年
　３月31日

売上高 （千円） 2,844,860 3,112,061 6,727,792

経常損失（△）又は経常利益 （千円） △3,798 △91,002 670,005

親会社株主に帰属する中間純損

失（△）又は親会社株主に帰属

する当期純利益

（千円） △52,087 △148,496 1,210,689

中間包括利益又は包括利益 （千円） 56,034 82,028 1,430,331

純資産額 （千円） 12,986,136 14,268,958 14,332,151

総資産額 （千円） 18,494,541 18,912,687 18,900,425

１株当たり中間純損失金額

（△）又は１株当たり当期純利

益金額

（円） △2.87 △8.26 66.83

潜在株式調整後１株当たり

中間（当期）純利益金額
（円） － － －

自己資本比率 （％） 70.2 75.1 75.6

営業活動による

キャッシュ・フロー
（千円） 715,605 570,930 622,077

投資活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △526,679 △116,121 △199,031

財務活動による

キャッシュ・フロー
（千円） △90,467 △149,327 △427,253

現金及び現金同等物の

中間期末（期末）残高
（千円） 6,570,334 6,750,329 6,459,846

 

（注）１．当社は中間連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．潜在株式調整後１株当たり中間（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりま

せん。

 

２【事業の内容】

当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。
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第２【事業の状況】

１【事業等のリスク】

当中間連結会計期間において、新たな事業等のリスクの発生、または、前事業年度の有価証券報告書に記載

した事業等のリスクについて重要な変更はありません。

 

２【経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、当中間連結会計期間の末日現在において判断したものであります。

 

(1）経営成績に関する説明

当中間連結会計期間（2026年４月１日～2026年９月30日）におけるわが国経済は、世界的なAI関連需要の拡大を背

景に、データセンター関連投資が活発化し、半導体製造装置、電子部品、電力・電源装置及び通信設備など幅広い関

連産業で需要が拡大し、製造業を中心に企業の業況感の改善や設備投資の増加がみられるなど、雇用・所得環境の改

善と相まって、景気は緩やかな回復基調を維持しました。

一方、米国・イスラエルとイランとの軍事衝突を背景に、世界の原油供給における重要な輸送路であるホルムズ海

峡の船舶航行が大幅に制約され、日本が依存する中東産原油の安定調達に支障が生じたことなどから、原油価格が高

騰し、円安基調も相まって、原油をはじめとする輸入原材料価格の上昇が企業収益や家計の実質所得を圧迫しまし

た。その結果、幅広い財・サービス価格へ波及し、継続的な賃上げにより雇用・所得環境の改善がみられたものの、

物価高による実質的な家計負担は引き続き重く、個人消費は持ち直しの動きがみられたものの、力強さを欠きまし

た。また、AI関連需要を背景に製造業の業況感が改善する一方、宿泊・飲食サービス業などの非製造業では、原材料

費や人件費の上昇が収益環境に影響を及ぼすなど、産業間で景況感に違いがみられました。

当社グループが主に関わる旅行・観光市場においては、円安や航空運賃、宿泊費その他の旅行費用の上昇が、旅行

需要と事業者の収益環境の双方に影響を及ぼしました。インバウンド市場では、中国からの訪日需要が大幅に減少し

た一方、韓国、台湾をはじめとする多くの国・地域からの需要に支えられ、全体として高い需要水準を維持しまし

た。日本人による海外旅行は、円安や渡航先の物価高などを背景に、依然としてコロナ禍前を下回る水準にとどまり

ました。国内旅行については、物価上昇による家計負担の増加や宿泊費、交通費等の高騰を背景として、旅行費用が

増大する中で、旅行日数の短期化や旅行時期・旅行先の選別など消費者の旅行行動に変化がみられ、国内の一般消費

者を主たる顧客とする旅行関連市場においては、厳しい事業環境が続きました。

当社グループは、コロナ禍を契機として、これまでグループ事業の再編や、主力である市販出版物事業の事業構造

改革、DXによる業務の合理化及び効率化、グループ保有資産の有効活用などの施策を実施してまいりました。この結

果、市場環境の回復とともに、昨年度まで４期連続で当期純利益を計上いたしました。今後については、2025年６月

に開示いたしました「資本コストや株価を意識した経営の実現に向けた対応について」及びこれに付属する「経営ア

クションプラン2025」に基づき、①成長戦略の加速、②成長のための基盤整備、③収益性と効率性の向上、④財務基

盤の強化、⑤資本市場との対話の５つを柱とする施策を着実に実行し、企業価値の向上を図ってまいります。

当中間連結会計期間においては、旅行・観光需要は引き続き一定の水準を維持したものの、上記のとおり、円安及

び中東情勢の長期化に伴う旅行費用の上昇などを背景として事業環境は前年より厳しさを増しており、主に旅行関連

の市販出版物及び電子書籍・アプリの売上は、実用書ジャンル拡充や改訂版商品の拡販などにより横ばい圏にて推移

しておりますが、これに加え、上記「経営アクションプラン2025」に掲げるM&Aを通じた新規事業の一環としてグルー

プに加わったBEASTAR株式会社の売上が加算されたことにより、売上高は3,112百万円となり前年同期に比べ267百万円

（9.4％）増加いたしました（前年同期は2,844百万円）。損益面におきましては、人件費の増加や諸物価高騰の影響

に加え、BEASTAR株式会社の連結により、販売費及び一般管理費が増加したため、営業損失は173百万円となり、前年

同期に比べ109百万円悪化いたしました（前年同期は64百万円の営業損失）。経常損失は、87百万円悪化し91百万円と

なりました（前年同期は３百万円の経常損失）。この結果、親会社株主に帰属する中間純損失は96百万円悪化し、148

百万円となりました（前年同期は親会社株主に帰属する中間純損失52百万円）。

　当社グループのセグメント別の業績は以下の通りとなっております。

 

［メディア事業］

メディア事業では、市販出版物及び電子書籍・アプリの企画制作販売、雑誌広告・Web広告の販売、特注品の企画制

作販売、出版物に由来するブランドや商標権の権利許諾等を行っております。

当中間連結会計期間においては、上記の厳しい事業環境などの影響を受け、『まっぷるマガジン』をはじめとする

国内の主要観光地を特集した旅行雑誌などの主力製品が伸び悩んだことに加え、前年同期にヒット商品となった

『まっぷる 刀剣乱舞トラベラーズガイド』の反動減もありましたが、実用書ジャンルの製品の拡充やロングセラーガ

イドブック『ことりっぷ』改訂版の拡販、特別注文品の受注拡大などにより、これらの減収要因を補い、全体として

はほぼ前年同期並みの売上高を維持いたしました。市販出版物では、ご好評をいただいている『スッと頭に入る』シ

リーズにおいて、新たに『図解でスッと頭に入る世界の監獄』、『地図でスッと頭に入る日本を動かす外交戦略』、

『図解でスッと頭に入るガウディとサグラダ・ファミリアの世界』、『図解でスッと頭に入る令和の物価高騰』、

『図解でスッと頭に入る2040年問題』、『図解でスッと頭に入る飛鳥・奈良を生きた６人の女性天皇』、『図解で
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スッと頭に入るルネサンス』、『図解でスッと頭に入る英雄たちが変えた日本史』などを発売し、幅広いジャンルを

取り揃えました。また、新たな取り組みとして昨年度に導入した派生商品『山と高原地図ジグソーパズル』において

も『山と高原地図ジグソーパズル剱・立山』、『山と高原地図ジグソーパズル北岳・甲斐駒』、『山と高原地図ジグ

ソーパズル屋久島』を発売いたしました。なお、上記「経営アクションプラン2025」に掲げているM&Aを通じた新規事

業の一環として株式会社ABCアークより譲受した歴史エンターテインメントマガジン月刊『歴史人』（2026年２月２日

に「当社グループ会社（子会社）の資産譲受に関するお知らせ」にて公表済み）を発売いたしました。

　この結果、メディア事業の売上高は2,062百万円となりました（前年同期は2,065百万円）。営業損失は78百万円と

なりました（前年同期は営業利益３百万円）。

 

［ソリューション事業］

ソリューション事業では、当社グループのコアコンピタンスである地図・ガイドデータベースの販売、同データ

ベースを活用したシステム製品や各種ソリューションの販売等を行っております。

当中間連結会計期間においては、例年通り、景気動向に左右されにくい警察・消防等の官公庁向け地図データ及び

民間企業向けストック型商材の契約更新に注力しております。

カーナビ関連では、業務用ナビは、提携先企業のGPS機器と合わせて警察・消防向けを中心に、需要一巡後も安定的

に受注しておりますが、現在はこれに加えて、インフラ企業、タクシー業界、その他民間企業へと受注活動を展開し

ております。また、昨年度より、巡回業務を強力にサポートする機能を付加した車載アプリと、事業所側で運用する

管理アプリで構成されたシステム『ルートナビゲーター』の拡販にも注力しております。

市販製品においては、インストール型地図活用ソフト『スーパーマップル・デジタル』の最新版『スーパーマップ

ル・デジタル27』を発売いたしました。同製品では、指定した地点の住所区域や周辺施設などの情報を一瞬で集約す

る「地点情報出力機能」を新たに搭載し、さらに、その集約結果を外部の生成AIにスムーズに引き継ぎ、評価・分析

に活用できる『AI連携機能』を装備しています。

地域観光の活性化に向けては、LINE公式アカウントを活用した自治体向け情報プラットフォーム『デジタル観光パ

スポート』を提供しており、受注は順調に拡大しております。

加えて、前年度に子会社化したBEASTAR株式会社のSNS関連受託事業が、当中間連結会計期間において、当セグメン

トの業績に寄与しております。

この結果、ソリューション事業の売上高は932百万円となりました（前年同期は660百万円）。営業損失は129百万円

となりました（前年同期は営業損失128百万円）。

 

［販売代理事業］

販売代理事業では、顧客となる官公庁等がデータ制作等の業務委託を行う際に、当社が当該業務委託の契約窓口と

なり、当該取引の手数料収入を得る事業を行っております。

当中間連結会計期間において、顧客先より引き続き業務委託案件を受注しております。

この結果、販売代理事業の売上高は46百万円となりました（前年同期は49百万円）。営業利益は27百万円となりま

した（前年同期は営業利益35百万円）。

 

［不動産事業］

不動産事業では、当社グループが保有する土地建物等の有形固定資産について外部取引先に向けて譲渡または貸与

する事業を行っております。

当中間連結会計期間において、不動産事業は予定通り実施しております。

この結果、不動産事業の売上高は70百万円となりました（前年同期は69百万円）。営業利益は30百万円となりまし

た（前年同期は営業利益29百万円）。

 

（２）財政状態の分析

当中間連結会計期間末における総資産は、18,912百万円となり、前連結会計年度末に比べ12百万円（0.1％）増加い

たしました。この主な要因は、現金及び預金が290百万円、無形固定資産その他が78百万円、投資有価証券が350百万

円増加した一方で、売掛金が461百万円、商品及び製品が215百万円減少したことによるものです。負債合計は、4,643

百万円となり、前連結会計年度末に比べ75百万円（1.7％）増加いたしました。この主な要因は、１年内返済予定の長

期借入金が86百万円、返金負債が45百万円、繰延税金負債が120百万円、固定負債その他が20百万円増加した一方で、

支払手形及び買掛金が122百万円、長期借入金が83百万円減少したことであります。純資産においては、前連結会計年

度末に比べ、その他有価証券評価差額金が223百万円増加した一方で、2025年11月10日にお知らせした自己株式の買付

けの決議に沿って、今年度も自己株式買付けを継続しており、当期間の実施により純資産の一部が減少しておりま

す。また、中間純損失の計上及び配当金の支払いにより、利益剰余金が238百万円減少しております。これらの結果、

純資産合計は63百万円（0.4％）減少し、14,268百万円となりました。

この結果、自己資本比率は75.1％と0.5ポイント低下しています。
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(3）キャッシュ・フローの状況

当中間連結会計期間における連結ベースの現金及び現金同等物の残高は、6,750百万円となり、前連結会計年度

末と比較して290百万円の増加となりました。

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

営業活動の結果得られた資金は570百万円となり、前年同期と比較して144百万円の減少となりました。

これは主に、税金等調整前中間純損失が87百万円となり、前年同期と比べ72百万円減少したこと、返金負債が58

百万円減少したこと、および法人税等の支払額が88百万円増加した一方で、売上債権の減少額が168百万円、棚卸

資産の減少額が95百万円それぞれ増加したことによるものであります。

 

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

投資活動の結果使用した資金は116百万円となり、前年同期と比較して410百万円の減少となりました。

これは主に、前年に定期預金の預入による支出387百万円があったことによるものであります。

 

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

財務活動の結果使用した資金は149百万円となり、前年同期と比べ58百万円増加しました。

これは主に、自己株式の取得による支出55百万円があったことによるものであります。

 

(4）会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定

前事業年度の有価証券報告書に記載した「経営者による財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分

析」中の会計上の見積り及び当該見積りに用いた仮定について重要な変更はありません。

 

(5) 経営方針・経営戦略等

当中間連結会計期間において、当社が定めている経営方針・経営戦略等について重要な変更はありません。

 

(6) 優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題

当中間連結会計期間において、当社グループが優先的に対処すべき事業上及び財務上の課題に重要な変更及び新

たに生じた問題はありません。

 

(7) 研究開発活動

当中間連結会計期間におけるグループ全体の研究開発活動の金額は、１百万円であります。

なお、当中間連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。

 

(8) 資本の財源及び資金の流動性に係る情報

資本の財源及び資金の流動性につきましては、当社グループの運転資金需要のうち主なものは製造費、販売費及

び一般管理費等の営業費用であります。投資を目的とした資金需要で主なものは、データベースやソフトウェア等

の固定資産取得及び当社事業戦略に沿った提携先や当社事業との相乗効果が見込まれる事業会社への出資または取

得（M&A）によるものであります。

当社グループは、事業運営上必要な流動性と資金の源泉を安定的に確保することを基本方針としております。

運転資金は内部資金及び銀行等金融機関からの借入や社債発行を基本としております。

なお、当中間会計期間の末日における有利子負債の残高は487百万円となっております。また、当中間会計期間

の末日における現金及び現金同等物の残高は6,750百万円となっております。

 

３【重要な契約等】

該当事項はありません。
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第３【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 57,000,000

計 57,000,000

 

②【発行済株式】

種類
中間会計期間末現在発行数
（株）
（2026年９月30日）

提出日現在発行数（株）
（2026年11月12日）

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名

内容

普通株式 18,178,173 18,178,173
東京証券取引所

（スタンダード市場）
単元株式数　100株

計 18,178,173 18,178,173 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

①【ストックオプション制度の内容】

該当事項はありません。

 

②【その他の新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

 

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数
（株）

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（千円）

資本金残高
（千円）

資本準備金増
減額（千円）

資本準備金残
高（千円）

2026年４月１日～

2026年９月30日
－ 18,178,173 － 5,000,000 － 1,500,000
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（５）【大株主の状況】

  2026年９月30日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式
（自己株式を
除く。）の総
数に対する所
有株式数の割
合(％)

株式会社エムティーアイ 東京都新宿区西新宿3-20-2 5,389 30.08

株式会社ＭＳＥ 東京都千代田区麹町3-1 3,428 19.14

黒田　茂夫 東京都港区 1,879 10.49

光通信KK投資事業有限責任組合 東京都豊島区西池袋1-4-10 921 5.14

昭文社ホールディングス社員持株会 東京都千代田区麹町3-1 209 1.16

株式会社ファウンダー・マップル 東京都千代田区麹町3-1 180 1.00

ＵＨＰａｒｔｎｅｒｓ２投資事業有限責任組

合
東京都豊島区南池袋2-9-9 155 0.87

株式会社三菱ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内1-4-5 123 0.68

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 東京都千代田区丸の内1-4-5 73 0.41

河村　政一 青森県八戸市 65 0.36

計 － 12,426 69.37
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（６）【議決権の状況】

①【発行済株式】

    2026年９月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式  － － －

議決権制限株式（自己株式等）  － － －

議決権制限株式（その他）  － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 266,200 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 17,884,100 178,841 単元株式数　100株

単元未満株式 普通株式 27,873 － －

発行済株式総数  18,178,173 － －

総株主の議決権  － 178,841 －

　（注）　「完全議決権株式（その他）」の中には、証券保管振替機構名義の株式が500株（議決権の数５個）含まれて

おります。

 

②【自己株式等】

    2026年９月30日現在

所有者の氏名又は
名称

所有者の住所
自己名義所有株式
数（株）

他人名義所有株式
数（株）

所有株式数の合計
（株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社昭文社

ホールディングス

東京都千代田区麹

町3-1
266,200 － 266,200 1.46

計 － 266,200 － 266,200 1.46

 

２【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出後、当中間会計期間において役員の異動はありません。
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第４【経理の状況】

１．中間連結財務諸表の作成方法について
当社の中間連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28

号。以下「連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。

また、当社は、金融商品取引法第24条の５第１項の表の第１号の上欄に掲げる会社に該当し、連結財務諸表規則第

１編及び第３編の規定により第１種中間連結財務諸表を作成しております。

 

２．監査証明について
当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、中間連結会計期間（2026年４月１日から2026年９月

30日まで）に係る中間連結財務諸表について、監査法人Ａ＆Ａパートナーズによる期中レビューを受けております。

 

EDINET提出書類

株式会社昭文社ホールディングス(E00721)

半期報告書

 9/23



１【中間連結財務諸表】

（１）【中間連結貸借対照表】

 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 6,459,846 6,750,329

受取手形 1,200 -

売掛金 2,051,002 1,589,982

商品及び製品 1,278,861 1,063,458

仕掛品 166,873 202,600

原材料及び貯蔵品 3,806 2,675

その他 271,723 289,584

貸倒引当金 △2,671 △1,254

流動資産合計 10,230,642 9,897,375

固定資産   

有形固定資産   

建物及び構築物（純額） 819,678 785,046

土地 2,558,671 2,536,551

その他（純額） 101,192 84,112

有形固定資産合計 3,479,542 3,405,709

無形固定資産   

のれん 59,890 53,586

その他 199,844 278,131

無形固定資産合計 259,735 331,717

投資その他の資産   

投資有価証券 3,073,232 3,423,801

退職給付に係る資産 1,581,768 1,578,777

繰延税金資産 69,888 70,044

その他 245,456 245,070

貸倒引当金 △39,841 △39,809

投資その他の資産合計 4,930,504 5,277,883

固定資産合計 8,669,782 9,015,311

資産合計 18,900,425 18,912,687

 

EDINET提出書類

株式会社昭文社ホールディングス(E00721)

半期報告書

10/23



 

  （単位：千円）

 
前連結会計年度
(2026年３月31日)

当中間連結会計期間
(2026年９月30日)

負債の部   

流動負債   

支払手形及び買掛金 584,458 461,804

短期借入金 376,156 370,000

１年内返済予定の長期借入金 - 86,156

未払法人税等 55,346 49,876

返金負債 2,139,016 2,184,501

賞与引当金 275,065 280,274

その他 407,850 418,665

流動負債合計 3,837,892 3,851,277

固定負債   

長期借入金 114,692 30,918

繰延税金負債 213,384 333,653

退職給付に係る負債 110,723 116,021

その他 291,580 311,857

固定負債合計 730,381 792,451

負債合計 4,568,273 4,643,728

純資産の部   

株主資本   

資本金 5,000,000 5,000,000

資本剰余金 6,192,139 6,192,139

利益剰余金 1,842,740 1,604,136

自己株式 △66,315 △122,082

株主資本合計 12,968,564 12,674,194

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 1,280,138 1,504,015

退職給付に係る調整累計額 41,655 33,969

その他の包括利益累計額合計 1,321,793 1,537,985

非支配株主持分 41,793 56,779

純資産合計 14,332,151 14,268,958

負債純資産合計 18,900,425 18,912,687
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（２）【中間連結損益計算書及び中間連結包括利益計算書】

【中間連結損益計算書】

 

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

売上高 2,844,860 3,112,061

売上原価 1,825,157 2,088,441

売上総利益 1,019,703 1,023,620

販売費及び一般管理費 ※ 1,083,814 ※ 1,197,378

営業損失（△） △64,111 △173,758

営業外収益   

受取利息 10,008 22,717

受取配当金 44,013 53,219

受取賃貸料 1,320 1,320

持分法による投資利益 1,714 11,144

為替差益 3,110 -

その他 6,162 12,936

営業外収益合計 66,329 101,337

営業外費用   

支払利息 6,016 4,719

為替差損 - 13,137

その他 0 725

営業外費用合計 6,016 18,582

経常損失（△） △3,798 △91,002

特別利益   

固定資産売却益 10 3,287

特別利益合計 10 3,287

特別損失   

固定資産除却損 0 -

投資有価証券評価損 11,406 -

特別損失合計 11,406 -

税金等調整前中間純損失（△） △15,194 △87,715

法人税、住民税及び事業税 34,520 26,101

法人税等調整額 2,372 20,346

法人税等合計 36,892 46,447

中間純損失（△） △52,087 △134,163

非支配株主に帰属する中間純利益 - 14,333

親会社株主に帰属する中間純損失（△） △52,087 △148,496
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【中間連結包括利益計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

中間純損失（△） △52,087 △134,163

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 96,297 223,876

退職給付に係る調整額 11,824 △7,685

その他の包括利益合計 108,121 216,191

中間包括利益 56,034 82,028

（内訳）   

親会社株主に係る中間包括利益 56,034 67,043

非支配株主に係る中間包括利益 - 14,985
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（３）【中間連結キャッシュ・フロー計算書】

  （単位：千円）

 
前中間連結会計期間
(自　2025年４月１日
　至　2025年９月30日)

当中間連結会計期間
(自　2026年４月１日
　至　2026年９月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前中間純損失（△） △15,194 △87,715

減価償却費及びその他の償却費 87,848 100,777

有価証券及び投資有価証券評価損益（△は益） 11,406 －

持分法による投資損益（△は益） △1,714 △11,144

固定資産売却益 △10 △3,287

貸倒引当金の増減額（△は減少） △432 △1,447

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） 4,922 5,298

退職給付に係る資産の増減額（△は増加） △7,525 △8,231

返金負債の増減額（△は減少） 103,703 45,485

賞与引当金の増減額（△は減少） △5,293 5,208

受取利息及び受取配当金 △54,021 △75,936

受取賃貸料 △1,320 △1,320

支払利息 6,016 4,719

売上債権の増減額（△は増加） 293,333 462,219

棚卸資産の増減額（△は増加） 85,731 180,807

仕入債務の増減額（△は減少） △70,235 △122,654

その他 181,068 46,286

小計 618,281 539,066

利息及び配当金の受取額 54,542 76,646

賃貸料の受取額 1,320 1,320

利息の支払額 △6,049 △5,212

法人税等の支払額 △14,979 △40,890

法人税等の還付額 62,490 －

営業活動によるキャッシュ・フロー 715,605 570,930

投資活動によるキャッシュ・フロー   

有形固定資産の取得による支出 △13,351 △5,346

有形固定資産の売却による収入 49 28,531

無形固定資産の取得による支出 △122,504 △124,411

無形固定資産の売却による収入 － 2,000

投資有価証券の取得による支出 △8,181 △18,716

定期預金の預入による支出 △387,592 －

貸付けによる支出 － △400

貸付金の回収による収入 780 660

その他 4,120 1,560

投資活動によるキャッシュ・フロー △526,679 △116,121

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △90,447 △89,786

長期借入金の返済による支出 － △3,774

自己株式の取得による支出 △20 △55,766

財務活動によるキャッシュ・フロー △90,467 △149,327

現金及び現金同等物に係る換算差額 11,087 △14,997

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 109,545 290,482

現金及び現金同等物の期首残高 6,460,788 6,459,846

現金及び現金同等物の中間期末残高 ※ 6,570,334 ※ 6,750,329
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【注記事項】

（中間連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理）

該当事項はありません。

 

（中間連結損益計算書関係）

※　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
　　至　2025年９月30日）

　当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
　　至　2026年９月30日）

販売促進費 45,307千円 44,323千円

広告宣伝費 7,093千円 10,227千円

貸倒引当金繰入額 △6千円 △1,416千円

役員報酬 90,810千円 100,960千円

給料手当・賞与 362,265千円 416,794千円

賞与引当金繰入額 71,554千円 87,180千円

退職給付費用 15,307千円 4,635千円

減価償却費 26,699千円 26,007千円

研究開発費 82千円 1,272千円

 

（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸借対照表に掲載されている科目の金額との関係は下記のと

おりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

現金及び預金勘定 6,956,060千円 6,750,329千円

預入期間が３か月を超える定期預金 △385,726 －

現金及び現金同等物 6,570,334 6,750,329
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（株主資本等関係）

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2025年６月27日

定時株主総会
普通株式 90,885 5 2025年３月31日 2025年６月30日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。

 

Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．配当金支払額

（決議） 株式の種類
配当金の総額

（千円）

１株当たり

配当額（円）
基準日 効力発生日 配当の原資

2026年６月26日

定時株主総会
普通株式 90,107 5 2026年３月31日 2026年６月29日 利益剰余金

 

２．株主資本の金額の著しい変動

　該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

Ⅰ　前中間連結会計期間（自　2025年４月１日　至　2025年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

（注）１

中間連結損益

計算書計上額

（注）２ メディア事業
ソリューショ

ン事業
販売代理事業 不動産事業 計

売上高        

市販出版物 1,690,302 － － － 1,690,302 － 1,690,302

特別注文品 70,560 － － － 70,560 － 70,560

広告収入 97,548 － － － 97,548 － 97,548

電子売上 194,053 660,425 － － 854,479 － 854,479

その他 12,740 417 49,589 － 62,748 － 62,748

顧客との契約か

ら生じる収益
2,065,205 660,843 49,589 － 2,775,638 － 2,775,638

その他の収益 － － － 69,222 69,222 － 69,222

外部顧客への売

上高
2,065,205 660,843 49,589 69,222 2,844,860 － 2,844,860

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

61,390 71,695 － － 133,086 △133,086 －

計 2,126,596 732,539 49,589 69,222 2,977,947 △133,086 2,844,860

セグメント利益

又は損失（△）
3,373 △128,379 35,423 29,994 △59,587 △4,523 △64,111

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△4,523千円は、セグメント間取引消去175千円及び各報告セグメン

トに配分していない全社収益・全社費用の純額△4,699千円であります。

２．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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Ⅱ　当中間連結会計期間（自　2026年４月１日　至　2026年９月30日）

１．報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報並びに収益の分解情報

      （単位：千円）

 報告セグメント

調整額

（注）１

中間連結損益

計算書計上額

（注）２ メディア事業
ソリューショ

ン事業
販売代理事業 不動産事業 計

売上高        

市販出版物 1,641,561 - - - 1,641,561 - 1,641,561

特別注文品 138,454 - - - 138,454 - 138,454

広告収入 76,391 - - - 76,391 - 76,391

電子売上 193,313 932,085 - - 1,125,399 - 1,125,399

その他 12,642 318 46,638 - 59,599 - 59,599

顧客との契約か

ら生じる収益
2,062,364 932,404 46,638 - 3,041,407 - 3,041,407

その他の収益 - - - 70,654 70,654 - 70,654

外部顧客への売

上高
2,062,364 932,404 46,638 70,654 3,112,061 - 3,112,061

セグメント間の

内部売上高又は

振替高

60,979 71,993 - - 132,972 △132,972 -

計 2,123,343 1,004,397 46,638 70,654 3,245,034 △132,972 3,112,061

セグメント利益

又は損失（△）
△78,599 △129,081 27,578 30,120 △149,982 △23,775 △173,758

（注）１．セグメント利益又は損失の調整額△23,775千円は、セグメント間取引消去1,400千円及び各報告セグ

メントに配分していない全社収益・全社費用の純額△25,176千円であります。

２．セグメント利益又は損失は、中間連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。

 

２．報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報

（固定資産に係る重要な減損損失）

該当事項はありません。

 

（のれんの金額の重要な変動）

該当事項はありません。

 

（重要な負ののれん発生益）

該当事項はありません。
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（収益認識関係）

顧客との契約から生じる収益を分解した情報は、「注記事項（セグメント情報等）」に記載したとおりであり

ます。

 

（１株当たり情報）

１株当たり中間純損失及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前中間連結会計期間
（自　2025年４月１日
至　2025年９月30日）

当中間連結会計期間
（自　2026年４月１日
至　2026年９月30日）

１株当たり中間純損失（△） △2円87銭 △8円26銭

（算定上の基礎）   

親会社株主に帰属する中間純損失（△）（千

円）
△52,087 △148,496

普通株主に帰属しない金額（千円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する中間純

損失（△）（千円）
△52,087 △148,496

普通株式の期中平均株式数（千株） 18,177 17,981

（注）潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

 

（重要な後発事象）

当社は、2026年11月６日開催の取締役会において、いわゆるマネジメント・バイアウト（ＭＢＯ）（注）の一環

として行われる株式会社ＭＳＥ（以下「公開買付者」といいます。）による当社が発行する普通株式（以下「当社

株式」といいます。）に対する公開買付け（以下「本公開買付け」といいます。）に賛同する意見を表明するとと

もに、当社の株主の皆様に対して、本公開買付けへの応募を推奨することを決議いたしました。

なお、当社の上記取締役会決議は、公開買付者が本公開買付け及びその後の一連の手続きを経て、当社株式が上

場廃止となる予定であることを前提として行われたものです。

詳細については、2026年11月６日公表の「ＭＢＯの実施及び応募の推奨のお知らせ」をご参照ください。

 

（注）「マネジメント・バイアウト（ＭＢＯ）」とは、一般に、買収対象会社の経営陣が、買収資金の全部又は

一部を出資して、買収対象会社の事業の継続を前提として買収対象会社の株式を取得する取引をいいます。
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２【その他】

該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
 該当事項はありません。
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 独立監査人の中間連結財務諸表に対する期中レビュー報告書  

 

    2026年11月12日

株式会社昭文社ホールディングス   

 取締役会　御中  

 

 監査法人Ａ＆Ａパートナーズ  

 東京都中央区  

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 吉　村　　仁　士

 

 
指定社員

業務執行社員
 公認会計士 三　浦　　英　樹

 
監査人の結論

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている株式会社　昭文

社ホールディングスの2026年４月１日から2027年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（2026年４月１日から

2026年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結包括利

益計算書、中間連結キャッシュ・フロー計算書及び注記について期中レビューを行った。

　当監査法人が実施した期中レビューにおいて、上記の中間連結財務諸表が、期中連結財務諸表に係る我が国において一

般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社昭文社ホールディングス及び連結子会社の2026年９月30

日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示

していないと信じさせる事項が全ての重要な点において認められなかった。
 
監査人の結論の根拠

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に準拠して期中レビューを行った。期

中レビューの基準における当監査法人の責任は、「中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任」に記載され

ている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規定（社会的影響度の高い事業体の財務諸表監査に適用される

規定を含む。）に従って、会社及び連結子会社から独立しており、また、監査人としてのその他の倫理上の責任を果たし

ている。当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。
 
強調事項

　【注記事項】（重要な後発事象）に記載されているとおり、会社は2026年11月６日開催の取締役会において、いわゆる

マネジメント・バイアウト（ＭＢＯ）の一環として行われる株式会社ＭＳＥによる会社が発行する普通株式に対する公開

買付けに賛同する意見を表明するとともに、会社の株主に対して、本公開買付けへの応募を推奨する旨の決議を行ってい

る。

　当該事項は、当監査法人の結論に影響を及ぼすものではない。
 
中間連結財務諸表に対する経営者及び監査等委員会の責任

　経営者の責任は、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して中間

連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない中間連結財務諸

表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

　中間連結財務諸表を作成するに当たり、経営者は、継続企業の前提に基づき中間連結財務諸表を作成することが適切で

あるかどうかを評価し、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に基づいて

継続企業に関する事項を開示する必要がある場合には当該事項を開示する責任がある。

　監査等委員会の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における取締役の職務の執行を監視することにある。
 
中間連結財務諸表の期中レビューにおける監査人の責任

　監査人の責任は、監査人が実施した期中レビューに基づいて、期中レビュー報告書において独立の立場から中間連結財

務諸表に対する結論を表明することにある。
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　監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる期中レビューの基準に従って、期中レビューの過程を通じて、

職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施する。

・　主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対する質問、分析的手続その他の期中レビュー手

続を実施する。期中レビュー手続は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年

度の財務諸表の監査に比べて限定された手続である。

・　継続企業の前提に関する事項について、重要な疑義を生じさせるような事象又は状況に関して重要な不確実性が認め

られると判断した場合には、入手した証拠に基づき、中間連結財務諸表において、期中連結財務諸表に係る我が国にお

いて一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、適正に表示されていないと信じさせる事項が認められな

いかどうか結論付ける。また、継続企業の前提に関する重要な不確実性が認められる場合は、期中レビュー報告書にお

いて中間連結財務諸表の注記事項に注意を喚起すること、又は重要な不確実性に関する中間連結財務諸表の注記事項が

適切でない場合は、中間連結財務諸表に対して限定付結論又は否定的結論を表明することが求められている。監査人の

結論は、期中レビュー報告書日までに入手した証拠に基づいているが、将来の事象や状況により、企業は継続企業とし

て存続できなくなる可能性がある。

・　中間連結財務諸表の表示及び注記事項が、期中連結財務諸表に係る我が国において一般に公正妥当と認められる企業

会計の基準に準拠していないと信じさせる事項が認められないかどうかとともに、関連する注記事項を含めた中間連結

財務諸表の表示、構成及び内容、並びに中間連結財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示していないと信じ

させる事項が認められないかどうかを評価する。

・　中間連結財務諸表に対する結論表明の基礎となる、会社及び連結子会社の財務情報に関する証拠を入手する。監査人

は、中間連結財務諸表の期中レビューに関する指揮、監督及び査閲に関して責任がある。監査人は、単独で監査人の結

論に対して責任を負う。

　監査人は、監査等委員会に対して、計画した期中レビューの範囲とその実施時期、期中レビュー上の重要な発見事項に

ついて報告を行う。

　監査人は、監査等委員会に対して、独立性についての我が国における職業倫理に関する規定を遵守したこと、並びに監

査人の独立性に影響を与えると合理的に考えられる事項、及び阻害要因を除去するための対応策を講じている場合又は阻

害要因を許容可能な水準にまで軽減するためのセーフガードを適用している場合はその内容について報告を行う。
 
利害関係

　会社及び連結子会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はな

い。

以　上

　（注）１．上記の期中レビュー報告書の原本は当社（半期報告書提出会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは期中レビューの対象には含まれていません。
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